
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －
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店舗兼事務所 中高層の店舗兼共同住宅
が多い商業地域

西台130 m

特にない ３０ｍ都道 西台駅南方130 m

板橋区の人口は、ほぼ横ばい及び高齢化傾向にある。また、新型コロ
ナウイルス禍の影響下にあっても、板橋区の地価は上昇傾向にある。

駅に近い幹線道路沿いの商業地域であり、相当な敷地規模があればマ
ンション用地として需要のある地域である。地域要因に変動はない。

個別的要因に変動はない。

ロードサイド店舗や中高層店舗兼共同住宅等が建ち並ぶ駅に近い路線商業地域である。当面の変化はないが将来
的には容積率を活かして店舗兼共同住宅の開発がさらに進むと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率
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倍
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

本件においては、収益価格を標準とすべきところであるが、収益価格は、新築新規の賃貸事例が極めて少なく、賃貸事
例の類似性や想定建物の実証性にやや不満足な点が残る。一方、取引事例は同一需給圏内において実証性のある事例が
得られ、当該取引事例からの比準が可能となった。以上の点を斟酌し、実証性において優る比準価格をより重視し、収
益価格を斟酌して、指定基準地及び地価公示標準地との検討を踏まえて鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏の範囲は、都営三田線西台駅を中心とし区内同線各駅及び東武東上線各駅を最寄駅とする商業地域の存する
圏域である。需要者の属性は、敷地規模から店舗兼共同住宅用地を求める事業者が中心となる。駅から近く、新型コロ
ナウイルス禍の影響下でも不動産市況の好転により十分な需要が認められる。市場での需要の中心価格帯は１５００㎡
程度の店舗兼共同住宅用地で１０億円程度である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

板橋(都) －5 6

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 6

板橋(都)　5 － 6 東京都 区部第９ 不動産鑑定士  内藤　九亀          

内藤不動産鑑定

令和 4 6 20

令和 4 7 4

板橋区高島平一丁目７９番２外
「高島平１－７９－３」

1,752

台形

1：1 ＳＲＣ 5

南30 m

都道、

背面道

水道、

ガス、

下水

商業
(80,400)
防火
高度(最高40m)
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(100,400)

50 80 70 50 高層店舗兼共同住宅地

42 42 1,752 ほぼ正方形

商業
(100,400)
防火
高度(最高40m)

高層店舗兼共同住宅地 二方路                        +2.0

694,000

578,000

／

／

令和 4 520,000

1,180,000,000 673,000

□ □■

790,000

板橋 5 8

101.8

100.0 122.0

102.0
672,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+1.0

+1.8

+5.0

+13.0

0.0

板橋(都) 5 13

1,060,000

101.9

100.0 163.9

102.0
672,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-2.9

+1.5

+56.0

+6.6

0.0

□ □

□ □

■
653,000

+3.1


